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連　結　注　記　表
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連　結　注　記　表

〔連結計算書類作成のための基本となる重要な事項〕

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の状況

連結子会社の数　　　　　　　　21社

主要な連結子会社の名称　　　　ケイ低温フーズ㈱

三陽物産㈱

  株式取得によりLein Hing Holdings Sdn.Bhd.を連結の範囲に含めております。また、これに

伴い、同社子会社であるL H Marketing Sdn.Bhd.他３社も連結の範囲に含めており、当連結会

計年度の連結の範囲の変更は増加５社であります。

(2) 非連結子会社の状況

主要な非連結子会社の名称　　　兵庫興農㈱

連結の範囲から除いた理由　　　非連結子会社12社は、いずれも小規模会社であり、合計の

総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に

重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

持分法適用の非連結子会社数　　７社

持分法適用の関連会社数　　　　１社

  非連結子会社（兵庫興農㈱他６社）及び関連会社（深圳華新創展商貿有限公司）に持分法を

適用しております。

なお、当連結会計年度の持分法の適用範囲の変更は、増加１社、減少１社であります。

（新設により持分法の適用範囲に含めた子会社）

上海加産貿易有限公司

（出資売却により持分法の適用範囲から除いた関連会社）

上海翺杰実業有限公司

(2) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況

  非連結子会社（㈱マンナフレッシュサービス他４社）及び関連会社（エヌジーティー㈱）は、

重要性がないため持分法の適用範囲から除いております。

(3) 持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、連結決算上重要な影

響を与えないため、当該会社の事業年度に係る決算数値を基準として持分損益計算を行ってお

ります。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、三陽物産㈱、エス・エイ・エスジャパン㈱、Naspac Marketing Pte.Ltd.、

Naspac Kim Hing Pte.Ltd.、Toan Gia Hiep Phuoc Trading Co., Ltd.及びLein Hing Holdings 

Sdn.Bhd.他４社の決算日は12月31日であり、当社の連結決算日と異なるため、当連結会計年度に

おいては平成30年６月30日を決算日とみなした仮決算に基づく決算数値を使用しております。
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４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

満期保有目的の債券………償却原価法（定額法）

その他有価証券

時価のあるもの…………決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

時価のないもの…………移動平均法による原価法

②　デリバティブ………………時価法

③　たな卸資産

商品…………………………主として先入先出法による原価法（収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）

製品・仕掛品・原材料・貯蔵品…総平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産………………定率法

（リース資産を除く） ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備

を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備

及び構築物については、定額法によっております。

なお、在外連結子会社の有形固定資産については定額法によっ

ております。

主な耐用年数は次のとおりであります。

　建物及び構築物　10年～45年

②　無形固定資産………………定額法

（リース資産を除く） なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づいております。

③　リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

④　投資不動産…………………定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備

を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備

及び構築物については、定額法によっております。また、一部

の連結子会社は、平成10年３月31日以前に取得した一部の資産

について定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　10年～45年

機械装置及び運搬具　17年
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(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金…………………債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金…………………従業員の賞与金支給に備えるため、支給見込額の当連結会計年

度負担額を計上しております。

③　役員賞与引当金……………役員の賞与金支給に備えるため、役員賞与支給見込額を計上し

ております。

④　役員退職慰労引当金………役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年

度末までの期間に帰属させる方法については、期間定額基準に

よっております。

②　数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理

しております。

③　小規模企業等における簡便法の採用

連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、

退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方

法を用いた簡便法を適用しております。

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

在外子会社等の資産及び負債は連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換

算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非

支配株主持分に含めております。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法…………繰延ヘッジ処理

また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を充た

している場合には振当処理を、金利スワップについて特例処理

の条件を充たしている場合には特例処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ会計を適用したヘッジ対象とヘッジ手段は以下のとおりであります。

a.ヘッジ手段……………為替予約

ヘッジ対象……………外貨建債権債務及び外貨建予定取引

b.ヘッジ手段……………金利スワップ

ヘッジ対象……………長期借入金利息

③　ヘッジ方針…………………「デリバティブ取引管理規程」に基づき、為替変動リスク及び

金利変動リスクをヘッジしております。
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④　ヘッジ有効性評価の方法…為替変動リスクのヘッジについて、ヘッジ手段とヘッジ対象に

関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継

続して、為替の相場変動を完全に相殺するものと見込まれるた

め、ヘッジの有効性の評価は省略しております。また、特例処

理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略

しております。

(7) のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行って

おります。

(8) その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理…………税抜方式によっております。

〔未適用の会計基準等〕

１．税効果会計に係る会計基準の適用指針等

・「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 平成30年２月16日 

企業会計基準委員会）

・「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成30年２月

16日 企業会計基準委員会）

(1）概要

「税効果会計に係る会計基準の適用指針」等は、日本公認会計士協会における税効果会計に

関する実務指針を企業会計基準委員会に移管するに際して、基本的にその内容を踏襲した上で、

必要と考えられる以下の見直しが行われたものであります。

（会計処理の見直しを行った主な取扱い）

・個別財務諸表における子会社株式等に係る将来加算一時差異の取扱い

・（分類１）に該当する企業における繰延税金資産の回収可能性に関する取扱い

(2）適用予定日

平成31年９月期の期首から適用します。

(3）当該会計基準等の適用による影響

「税効果会計に係る会計基準の適用指針」等の適用による連結計算書類に与える影響額につ

いては、現時点で評価中であります。

２．収益認識に関する会計基準等

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 平成30年３月30日 企業会計基準委員会）

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 平成30年３月30日 

企業会計基準委員会）

(1）概要

国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）は、共同して収益認識に

関する包括的な会計基準の開発を行い、平成26年５月に「顧客との契約から生じる収益」（IASB

においてはIFRS第15号、FASBにおいてはTopic606）を公表しており、IFRS第15号は平成30年１

月１日以後開始する事業年度から、Topic606は平成29年12月15日より後に開始する事業年度か

ら適用される状況を踏まえ、企業会計基準委員会において、収益認識に関する包括的な会計基

準が開発され、適用指針と合わせて公表されたものです。

－ 4 －

連結注記表



企業会計基準委員会の収益認識に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、

IFRS第15号と整合性を図る便益の１つである財務諸表間の比較可能性の観点から、IFRS第15号

の基本的な原則を取り入れることを出発点とし、会計基準を定めることとされ、また、これま

で我が国で行われてきた実務等に配慮すべき項目がある場合には、比較可能性を損なわせない

範囲で代替的な取扱いを追加することとされております。

(2）適用予定日

平成34年９月期の期首から適用します。

(3）当該会計基準等の適用による影響

「収益認識に関する会計基準」等の適用による連結計算書類に与える影響額については、現

時点で評価中であります。

〔連結貸借対照表注記〕

１．有形固定資産の減価償却累計額 37,932百万円

　　投資不動産の減価償却累計額 2,396百万円

２．担保に供している資産 現金及び預金 6百万円

受取手形及び売掛金

建物及び構築物

土地

投資有価証券（株式）

差入保証金

投資不動産

168百万円

142百万円

264百万円

1,481百万円

62百万円

1,026百万円

計 3,152百万円

上記に対応する債務 支払手形及び買掛金

１年内返済予定の長期借入金

長期借入金

18,546百万円

159百万円

107百万円

計 18,813百万円
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３．保証債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対し、債務保証を行っております。

深圳華新創展商貿有限公司 330百万円

Kato Sangyo Vietnam Co., Ltd. 14百万円

計 344百万円

〔連結損益計算書注記〕

減損損失

(1) 減損損失を認識した主な資産

場所 用途 種類
減損損失

（百万円）

ベトナム 事業用資産 のれん 523

(2) 資産のグルーピングの方法

当社グループは、事業用資産については各事業拠点単位で、賃貸用資産及び遊休資産につ

いては各物件単位で、資産のグルーピングを行っております。

(3) 減損損失を認識するに至った経緯

当社の連結子会社であるToan Gia Hiep Phuoc Trading Co., Ltd.に係るのれんについて、

株式取得時に想定していた収益が見込めなくなったことから、帳簿価額を回収可能価額まで

減額しております。

(4) 減損損失の内訳

のれん 523百万円

計 523百万円

(5) 回収可能価額の見積り方法

のれんの回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを12.7％

で割り引いて算定しております。
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〔連結株主資本等変動計算書注記〕

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）

当連結会計年度期首
株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

発 行 済 株 式

普通株式 38,153 ― ― 38,153

合 計 38,153 ― ― 38,153

自 己 株 式

普通株式（注） 1,522 341 ― 1,864

合 計 1,522 341 ― 1,864

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加341千株は、公開買付けにより自己株式を取得したことに

よるもの341千株、単元未満株式の買取りによるもの０千株であります。

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決　議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成29年12月22日
定 時 株 主 総 会

普 通 株 式 1,062 （注）29.00 平成29年９月30日 平成29年12月25日

平成30年５月11日
取 締 役 会

普 通 株 式 1,025 28.00 平成30年３月31日 平成30年６月４日

（注）１株当たり配当額には、創立70周年記念配当４円を含んでおります。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議予定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成30年12月21日
定 時 株 主 総 会

普通株式 利益剰余金 1,016 28.00
平成30年
９月30日

平成30年
12月25日
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〔税効果会計注記〕

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産（流動）

賞与引当金 369百万円

未払事業税 163百万円

貸倒引当金 200百万円

その他 171百万円

小計 905百万円

評価性引当額 △181百万円

計 723百万円

繰延税金負債（流動）

固定資産圧縮積立金 △5百万円

特別償却準備金 △36百万円

その他 △3百万円

計 △45百万円

繰延税金資産（固定）

貸倒引当金 38百万円

退職給付に係る負債 1,714百万円

役員退職慰労引当金 105百万円

その他 1,066百万円

小計 2,924百万円

評価性引当額 △940百万円

計 1,984百万円

繰延税金負債（固定）

退職給付に係る資産 △352百万円

固定資産圧縮積立金 △385百万円

特別償却準備金 △76百万円

その他有価証券評価差額金 △7,642百万円

その他 △60百万円

計 △8,518百万円

繰延税金負債の純額 △5,856百万円
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〔金融商品に関する注記〕

１．金融商品の状況に関する事項

　(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産で運用し、また、資金調達に

ついては、基本的に内部留保資金で賄っておりますが、一部を銀行借入により調達しており

ます。デリバティブ取引は、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引

は行わない方針であります。

　(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。有価証券

及び投資有価証券は、主に業務上の関係を有する取引先企業の株式であり、市場価格の変動

リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが６ヶ月以内の支払期日であります。

短期借入金は営業取引に係る資金調達であり、長期借入金及びファイナンス・リース取引に

係るリース債務は、主に設備投資に係る資金調達であります。

　デリバティブ取引は、輸入取引等の為替相場の変動リスク軽減のための為替予約取引（主

として包括契約）及び変動金利の借入金の金利変動リスク回避のための金利スワップ取引を

行っております。なお、ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針及びヘッジの有効性の評価方

法等については、前述の連結計算書類作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に

関する事項（6）重要なヘッジ会計の方法」をご参照下さい。

　(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

  当社は、「信用取引管理規程」に従い、営業債権について取引先ごとの期日管理及び残

高管理を行うとともに、取引先の信用状況を随時に把握し、財務状況の悪化等による回収

懸念の早期把握や軽減を図っております。また、連結子会社においても、当社の規程に準

じて同様の管理を行っております。

  満期保有目的の債券は、「有価証券及び資金運用規程」に従い、格付けの高い債券のみ

を対象としているため、信用リスクは僅少であります。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状

況等を把握し、また、満期保有目的の債券以外のものについては、市況や取引先企業との

関係を勘案して保有状況を定期的に見直しております。

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額を定めた社内ルー

ルに従い、為替予約取引については輸入部門が、金利スワップ取引については経理部門が

執行し、経理部門が管理を行っております。また、取引結果については、管理部門担当取

締役経由で取締役社長へ報告を行っております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は各部署からの報告に基づき、経理部門が資金計画表を作成・更新するとともに、

手元流動性の維持等により、流動性リスクを管理しております。また、連結子会社におい

ても、同様の管理を行っております。
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　(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるた

め、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。また、

注記事項「２．金融商品の時価等に関する事項 デリバティブ取引」におけるデリバティブ取

引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示す

ものではありません。

２．金融商品の時価等に関する事項

　平成30年９月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、時価を把握することが困難と認められるものは含まれておりません。

（（注）２．参照）

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

（百万円） （百万円） （百万円）

(1)現金及び預金 70,338 70,338 －

(2)受取手形及び売掛金 146,924 146,924 －

(3)有価証券及び投資有価証券

① 満期保有目的の債券 1,400 1,401 1

② その他有価証券 44,660 44,660 －

(4)差入保証金 5,687 5,659 △27

資産計 269,010 268,984 △26

(1)支払手形及び買掛金 204,868 204,868 －

(2)短期借入金（１年以内に返済
予定の長期借入金を除く）

1,907 1,907 －

(3)未払金 11,807 11,807 －

(4)未払費用 335 335 －

(5)長期借入金（１年以内に返済
予定の長期借入金を含む）

266 261 △4

(6)リース債務 1,339 1,310 △28

負債計 220,524 220,491 △32

デリバティブ取引 1 1 －

※デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務

となる項目については、（　）で表示しております。

（注）１．金融商品の時価算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資 産

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。
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(3)有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券等は取引金融機関等から

提示された価格によっております。

(4)差入保証金

差入保証金の時価について、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に

信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値によって算定しております。

負 債

(1)支払手形及び買掛金、(2)短期借入金（１年以内に返済予定の長期借入金を除く）、(3)未

払金、(4)未払費用

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。

(5)長期借入金（１年以内に返済予定の長期借入金を含む）

長期借入金の時価について、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いた現在価値によって算定しております。

(6)リース債務

リース債務の時価について、その将来キャッシュ・フローを新規に同様のリース取引を行

った場合に想定される利率で割り引いた現在価値によって算定しております。

デリバティブ取引

ヘッジ会計が適用されているもの

①通貨関連

ヘッジ会計

の方法
取引の種類等

主なヘッジ

対象

契約額等

（百万円）

契約額等の

うち１年超

（百万円）

時価

（百万円）

為替予約等の

振当処理

為替予約取引

買建

米ドル 買掛金 21 － 0

ユーロ 買掛金 23 － 1

合計 44 － 1

（注）１．時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格によっております。

２．デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、

合計で正味の債務となる項目については、（　）で表示しております。
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②金利関連

ヘッジ会計

の方法
取引の種類等

主なヘッジ

対象

契約額等

（百万円）

契約額等の

うち１年超

（百万円）

時価

（百万円）

金利スワップの

特例処理

金利スワップ

取引

変動受取・

固定支払
長期借入金 266 107 （注）

合計 266 107 －

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一

体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載

しております。

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式・関係会社株式 3,317

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら

れることから、「(3)有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

（注）３．金銭債権、満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

１年以内

（百万円）

１年超

５年以内

（百万円）

５年超

10年以内

（百万円）

10年超

（百万円）

現金及び預金 70,338 － － －

受取手形及び売掛金 146,924 － － －

有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券

(1)債券（社債） － － － －

(2)その他 800 600 － －

その他有価証券のうち満期があるもの

(1)債券（社債） － － － －

(2)その他 － 3,000 1,000 －

合計 218,062 3,600 1,000 －

※差入保証金5,687百万円については、償還予定額が見込めないため、上表には含めておりません。
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（注）４．長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額

１年以内

（百万円）

１年超

２年以内

（百万円）

２年超

３年以内

（百万円）

３年超

４年以内

（百万円）

４年超

５年以内

（百万円）

５年超

（百万円）

短期借入金（１年以内に返済予

定の長期借入金を除く）
1,907 － － － － －

長期借入金（１年以内に返済予

定の長期借入金を含む）
159 89 17 － － －

リース債務 518 399 204 146 51 18

合計 2,585 488 222 146 51 18

〔賃貸等不動産に関する注記〕

　賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。

〔１株当たり情報注記〕

１．１株当たり純資産額 3,247円75銭

２．１株当たり当期純利益 191円45銭

（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎

親会社株主に帰属する当期純利益 7,005百万円

普通株主に帰属しない金額 ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 7,005百万円

普通株式の期中平均株式数 36,590千株

〔重要な後発事象注記〕

　該当事項はありません。

〔企業結合等関係注記〕

取得による企業結合

１．企業結合の概要

（1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 Lein Hing Holdings Sdn.Bhd.(以下、「Lein Hing Holdings」という)

事業の内容       日用雑貨 ・加工食品卸売業

（2）企業結合を行った主な理由

当社グループは、独立した存在感のある卸売業としての企業規模を確立するとともに、次代

の成長を見据えて一層の機能強化を図るため、特に経済成長に伴い小売市場が拡大するアジア

地域において食品流通事業の展開と構築を進めてまいりました。

Lein Hing Holdingsは、創業以来40年の業歴を有し、クアラルンプール及びマレーシア北部

を中心に同国において主要な小売業者との強い取引関係を築き上げたことで、本国において確

固たる地位を確立している有力卸売企業であります。

当社グループは、すでにマレーシアにおいて事業を展開しておりますが、本件買収により同

国における存在感をさらに高めるとともに、アジア地域において展開している中国及びシンガ

ポール、ベトナムとの協業を進めることで、より一層の海外事業展開の強化を図り、企業価値

の向上に取り組んでいく所存であります。
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（3）企業結合日

平成30年１月30日(株式取得日)

平成30年１月１日(みなし取得日)

（4）企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

（5）結合後企業の名称

企業結合後の名称変更はありません。

（6）取得した議決権比率

85％

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠

現金を対価とした株式取得であるため。

２．連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間

被取得企業の決算日は12月31日であり、当社の連結決算日と異なるため、当連結会計年度末

の３ヶ月前である平成30年６月30日を連結決算日とみなしております。

なお、みなし取得日を平成30年１月１日としているため、被取得企業の業績は、平成30年１

月１日から平成30年６月30日までの業績が含まれております。

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 3,956百万円

取得原価 3,956

４．主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等 114百万円

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（1）発生したのれんの金額

1,297百万円

（2）発生原因

被取得企業及び同社子会社であるL H Marketing Sdn.Bhd.他３社を連結子会社としたこと

により発生したものであり、被取得企業の今後の事業展開により期待される将来の超過収益力

であります。

（3）償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 5,717百万円

固定資産 159

資産合計 5,877

流動負債 2,732

固定負債 48

負債合計 2,780

－ 14 －

連結注記表



個　別　注　記　表
〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 満期保有目的の債券…………償却原価法（定額法）

(2) 子会社株式及び関連会社株式…… 移動平均法による原価法

(3) その他有価証券

時価のあるもの……………決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

時価のないもの……………移動平均法による原価法

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法

デリバティブ……………………時価法

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 商品……………………………先入先出法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）

(2) 製品・仕掛品・原材料・貯蔵品……総平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定）

４．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産…………………定率法

（リース資産を除く） ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備

を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備

及び構築物については、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　建物及び構築物　10年～45年

(2) 無形固定資産…………………定額法

（リース資産を除く） なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づいております。

(3) リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

(4) 投資不動産……………………定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備

を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備

及び構築物については、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　10年～45年

機械及び装置  17年
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５．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金……………………債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金……………………従業員の賞与金支給に備えるため、支給見込額の当事業年度負

担額を計上しております。

(3) 役員賞与引当金………………役員の賞与金支給に備えるため、役員賞与支給見込額を計上し

ております。

(4) 退職給付引当金………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末

までの期間に帰属させる方法については、期間定額基準によっ

ております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しており

ます。

(5) 役員退職慰労引当金…………役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。

(6) 投資評価引当金………………関係会社への投資に対する損失に備えるため、その資産内容等

を勘案して必要と認められる金額を計上しております。

(7) 投資損失引当金………………関係会社の事業の損失に備えるため、その資産状態等を勘案し､

出資金額を超えて、当社が負担することとなる損失見込額を計

上しております。

６．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) ヘッジ会計の処理

① ヘッジ会計の方法…………繰延ヘッジ処理

また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を充た

している場合には振当処理を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象…ヘッジ手段：為替予約

ヘッジ対象：外貨建債権債務及び外貨建予定取引

③ ヘッジ方針…………………「デリバティブ取引管理規程」に基づき、為替変動リスクをヘ

ッジしております。

④ ヘッジ有効性評価の方法…為替変動リスクのヘッジについて、ヘッジ手段とヘッジ対象に

関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継

続して、為替の相場変動を完全に相殺するものと見込まれるた

め、ヘッジの有効性の評価は省略しております。

(2) 退職給付に係る会計処理……退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理

の方法は、連結計算書類における会計処理の方法と異なってお

ります。

(3) 消費税等の会計処理…………税抜方式によっております。
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〔貸借対照表注記〕

１．有形固定資産の減価償却累計額 29,718百万円

　　投資不動産の減価償却累計額 1,568百万円

２．関係会社に対する短期金銭債権 3,791百万円

３．関係会社に対する長期金銭債権 1,636百万円

４．関係会社に対する短期金銭債務 10,351百万円

５．担保に供している資産 投資有価証券（株式） 1,023百万円

上記に対応する債務 買掛金 1,853百万円

６．保証債務

(1）下記の会社の金融機関等からの借入に対し、債務保証を行っております。

Lein Hing Holdings Sdn. Bhd. 97百万円

(2）下記の仕入債務に対して保証を行っております。

ヤタニ酒販㈱ 6,080百万円

九州加藤㈱ 83百万円

㈱植嶋 71百万円

ケイ低温フーズ㈱ 17百万円

三陽物産㈱ 15百万円

計 6,268百万円

(3）下記の信用状取引に対して保証を行っております。

Naspac Marketing Pte.Ltd. 129百万円

〔損益計算書注記〕

関係会社との取引高 売上高 7,015百万円

仕入高 7,643百万円

営業取引以外の取引高 339百万円

〔株主資本等変動計算書注記〕

自己株式の種類及び株式数に関する事項
（単位：千株）

当事業年度期首
株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

普通株式（注） 1,522 341 ― 1,864

合 計 1,522 341 ― 1,864

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加341千株は、公開買付けにより自己株式を取得したことに

よるもの341千株、単元未満株式の買取りによるもの０千株であります。
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〔税効果会計注記〕

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産（流動）

賞与引当金 265百万円

未払事業税 124百万円

貸倒引当金 188百万円

その他 104百万円

小計 683百万円

評価性引当額 △178百万円

計 504百万円

繰延税金負債（流動）

固定資産圧縮積立金 △5百万円

特別償却準備金 △27百万円

その他 △0百万円

計 △33百万円

繰延税金資産（固定）

貸倒引当金 150百万円

退職給付引当金 1,141百万円

役員退職慰労引当金 51百万円

投資評価引当金 45百万円

投資損失引当金 19百万円

その他 309百万円

小計 1,716百万円

評価性引当額 △453百万円

計 1,263百万円

繰延税金負債（固定）

固定資産圧縮積立金 △385百万円

特別償却準備金 △53百万円

その他有価証券評価差額金 △7,069百万円

その他 △46百万円

計 △7,554百万円

繰延税金負債の純額 △5,820百万円
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〔関連当事者との取引に関する注記〕

子会社及び関連会社等

種類
会社等の

名称
事業の
内容

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との
関係

取引の
内容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

子会社
ケイ低温

フーズ㈱
低温食品
卸売業

直接
61.25%

商品の販売及び仕入
建物、土地の賃貸
仕入債務の保証
余剰資金の預り

余剰資金
の預り
（注１）

4,746
（注２）

預り金 6,005

子会社
ヤタニ

酒販㈱

酒類・
食品
卸売業

直接
100.00%

商品の販売及び仕入
建物、土地の賃貸
仕入債務の保証
余剰資金の預り

債務保証
（注３）

6,080 ─ ─

（注）１．余剰資金の預りについては、市場金利を勘案して利率を決定しております。

２．取引金額は、期中平均残高を記載しております。

３．仕入債務について債務保証を行っているものであります。なお、保証料の受取及び担保

の徴収は行っておりません。

〔１株当たり情報注記〕

１．１株当たり純資産額 3,087円26銭

２．１株当たり当期純利益 199円24銭

〔重要な後発事象注記〕

該当事項はありません。
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